
 

 

令和 3 年度第 2 回富良野市中小企業振興促進審議会 

 

日 時  令和 4 年 2 月 2 日（水） 

午前 10 時 00 分～ 

場 所  ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭﾌﾗﾉ 2F 大ﾎｰﾙ 

 

1．開  会 

 

2．辞令交付 

 

3．市長挨拶 

 

 

4．議  事  議案第 1 号 会長の選出について 

 

 

5．会長挨拶 

 

 

6．報告事項 

（1）富良野市中小企業振興総合補助金について 

（2）富良野市の融資制度について 

 （3）新型コロナウイルス感染症に係る富良野市の経済対策について 

 

 

7．議  事  議案第 2 号 富良野市中小企業振興条例に基づく対策事業の 

制度改正について 

（中小企業振興総合補助金制度改正について） 

（融資制度改正について） 

 

8．そ の 他 

 

 

9．閉  会 



 

 

富良野市中小企業振興促進審議会委員名簿 

任期：令和 4 年 1 月 1 日～令和 5 年 12 月 31 日 

（順不同、敬称略） 

氏  名 所  属 

平 沢 幸 雄 
団体推薦 
（富良野商工会議所副会頭） 

大 玉 英 史 
団体推薦 
（富良野商工会議所専務理事） 

市 村 英 規 
団体推薦 
（富良野商工会議所常議員） 

杉 谷 久 己 
団体推薦 
（山部商工会事務局長） 

吉 田 幸 生 
団体推薦 
（新相生商店街振興組合専務理事） 

奈 良 定 雄 
団体推薦 
（五条商店街振興組合理事長） 

倉 西 裕 明 
団体推薦 
（富良野金融協会会長、 

北洋銀行富良野支店支店長） 

長 屋 由 美 子 
団体推薦 
（公益社団法人富良野地方法人会 

女性部会会長） 

沖 田 太 一 
学識経験者 
（北海道中小企業家同友会旭川支部 

富良野地区会会長） 

山 崎 時 枝 
学識経験者 
（富良野中央婦人会書記） 

福 井 早 苗 公募委員 
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議案第 1号 

 

会長の選出について 

 

 富良野市中小企業振興条例施行規則第 14 条の規定に基づき、会長の選出を求める。 

 

 

（会長名）                   

 

○富良野市中小企業振興条例（抄） 

（審議会の設置） 

第８条 この条例の適正な運営を図るため市長の諮問機関として富良野市中小企業振興促進

審議会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会の委員は、学識経験者、関係団体の役職員及び一般公募による者のうちから市長

が委嘱する。 

 

○富良野市中小企業振興条例施行規則（抄） 

（審議会） 

第14条 条例第９条の規定に基づき設置する富良野市中小企業振興促進審議会（以下「審議

会」という。）は会長及び委員若干名をもつて組織する。 

２ 会長は委員が互選したものをもつて充てる。 

３ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし再任を妨げ

ない。 

（会長） 

第15条 会長は審議会を代表し、議事その他の会務を総理する。 

２ 会長に事故あるときは、あらかじめ会長の指定する委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第16条 審議会の会議は、会長が必要と認めたときに招集する。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数をもつて決し、可否同数のときは、会長の決するとこ

ろによる。 

（庶務） 

第17条 審議会の庶務は経済部商工観光課において行う。 
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報告事項 

 

（1）中小企業振興総合補助金の執行状況について 

（平成 30 年度）                             

補助金メニュー 
予算額（千

円） 

対象件

数（件） 
執行額（千円） 

店舗等新築改修費補助事業 4,550 7 2,900 

新規出店家賃補助事業 2,410 7 1,856 

人材育成促進事業 300 3 410 

新規イベント支援事業 600 1 200 

情報発信ＰＲ支援事業 200 1 100 

新規開業・新事業展開支援事業 2,750 1 1,300 

事業拡大支援事業 2,400 6 1,104 

創業者経営支援事業 180 5 131 

買い物不便地域出店企業支援事業 0   

学卒者地元就職促進事業 0 1 29 

胆振東部地震影響対策イベント・情報発信支援

事業 
0 3 1,500 

計 13,390 35 9,530 

執行率71.2%   

（令和元年度） 

補助金メニュー 
予算額（千

円） 

対象件

数（件） 
執行額（千円） 

店舗等新築改修費補助事業 3,500 8 3,500 

新規出店家賃補助事業 2,599 3 439 

人材育成促進事業 400   

新規イベント支援事業 200   

情報発信ＰＲ支援事業 100 2 137 

新規開業・新事業展開支援事業 3,050 2 2,900 

事業拡大支援事業 2,100 9 2,745 

創業者経営支援事業 330 4 100 

買い物不便地域出店企業支援事業 0   

学卒者地元就職促進事業 200 1 47 

UIターン住宅支援がんばる企業応援補助事業 2,400 2 230 

計 14,879 31 10,098 

執行67.9% 
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（令和 2 年度） 

補助金メニュー 
予算額（千

円） 

対象件

数（件） 
執行額（千円） 

店舗等新築改修費補助事業 3,500 10 2,900 

新規出店家賃補助事業 2,520 3 643 

人材育成促進事業 400 3 341 

新規イベント支援事業 400   

情報発信ＰＲ支援事業 200 
  

新規開業・新事業展開支援事業 1,450 1 1,800 

事業拡大支援事業 2,400 4 1,222 

創業者経営支援事業 270 2 34 

買い物不便地域出店企業支援事業 0   

学卒者地元就職促進事業 200 1 45 

UIターン住宅支援がんばる企業応援補助事業 1,200 2 153 

感染防止対策支援補助事業 14,260 124 16,338 

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策ｲﾍﾞﾝﾄ・情報発信支援事

業（R2のみ） 
0 6 1,766 

計 26,800 156 25,242 

執行 94.2%  

（令和 3 年度）※令和 3 年 12 月末時点 

補助金メニュー 
予算額（千

円） 

対象件

数（件） 
執行額（千円） 

店舗等新築改修費補助事業 3,500 6 2,000 

新規出店家賃補助事業 1,800 3 430 

人材育成促進事業 600   

新規イベント支援事業 600   

情報発信ＰＲ支援事業 300 2 200 

新規開業・新事業展開支援事業 1,500 
  

事業拡大支援事業 1,500 12 3,159 

創業者経営支援事業 270   

買い物不便地域出店企業支援事業 0   

学卒者地元就職促進事業 100   

UIターン住宅支援がんばる企業応援補助事業 600 6 526 

感染防止対策支援補助事業（R3まで） 3,000 20 2,631 

計 13,770 49 8,946 

執行65.0% 
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（2）富良野市の融資制度の融資状況について 

① 貸付残高の推移と新規貸付実績              （単位：千円） 

資金名 
平成30年度 令和元年度 令和2年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

中小企業振

興資金 

融資残高 167 789,409 152 775,494 125 660,214 

新規貸付 45 361,600 43 348,300 23 299,500 

商工業ﾊﾟﾜｰｱ

ｯﾌﾟ資金 

融資残高 19 117,397 18 115,087 19 115,157 

新規貸付 6 64,500 4 21,000 3 22,500 

小口緊急特

別資金 

融資残高 9 46,582 7 28,521 5 20,469 

新規貸付 9 59,000 7 39,000 6 37,000 

 

② 年度毎の保証料及び利子補給額              （単位：千円） 

 

 

（3）新型コロナウイルス感染症に係る富良野市の経済対策について 

（令和 3 年 12 月末時点） 

① 事業継続応援補助金の執行状況 

     申請件数 337件 

       【飲食106,酒販4,宿泊37,交通3,ｱｳﾄﾄﾞｱ 14,その他173(うち農業13)】 

  補助金額 103,644,000 円 

  【中小企業支援型76,908千円、観光事業者雇用維持型26,736千円】 

 

② 中小企業振興資金（経営安定サポート資金） 

貸付件数   21 件  貸付金額  317,700,000円 

    【伴走支援型14件266,700千円、SN型7件51,000千円】 

 

③ 新型コロナウイルス対策経営支援臨時貸付金 

（富良野商工会議所へ委任） 

    貸付件数  1件  貸付金額 2,000,000 円 

資金名 
平成30年度 令和元年度 令和2年度 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

中小企業振

興資金 

保 証 料 29 3,412 31 3,897 19 3,367 

利 子 198 7,246 202 7,753 171 7,325 

商工業ﾊﾟﾜｰｱ

ｯﾌﾟ資金 

保 証 料 4 246 3 132 3 684 

利 子 26 1,023 23 1,284 21 1,279 

小口緊急特

別資金 

保 証 料 7 274 3 151 3 94 

利 子 5 32 2 8 1 － 



5 
 

議案第 2 号 

富良野市中小企業振興条例に基づく対策事業の制度改正について 

 

Ⅰ 諮問事項 

  審議会への諮問事項 

富商観第    １４号 

令和 ４年 １月２４日 

 

富良野市中小企業振興促進審議会会長 様 

富良野市長 北 猛俊 

 

   富良野市中小企業振興条例に基づく対策事業の制度改正について（諮問） 

 

 下記の事項について、富良野市中小企業振興促進審議会へ諮問するので、審議を求め

る。 

記 

１．諮問事項  富良野市中小企業振興条例に基づく 

富良野市中小企業振興総合補助金制度改正（案）について 

富良野市融資制度改正（案）について 

 

        （別紙のとおり） 
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Ⅱ 富良野市中小企業振興総合補助金制度改正（案）について 

（１）富良野市 IT化導入支援補助金（新規） 

【目 的】 

IT 化の推進により業務の効率化を図り、ウィズコロナ・アフターコロナにおける企業活

動の継続と発展を支援することを目的とする。 

※IT（Information Technology 情報技術）とはコンピューターとネットワーク技術の総称で、

IT化とはデジタル技術を活用することでアナログな作業やツールをデジタルに変換して、業

務効率化やコスト削減を目指すこと 

【対象者】 

富良野市内に主たる事務所を持つ中小企業者等 

【対象事業】 

本事業の目的を達成するために必要な機器やシステム等の導入に係る経費について補助

する。 

○販売管理 

経理業務の効率化、非接触型の接客、ネット販売（会計管理システム、キャッシュレ 

ス決済、ECサイト、自動受付・受渡サービス） 

○オンラインサービス 

 VR等を活用したリモートサービス（遠隔注文、遠隔診療、  ） 

○テレワーク 

 通信環境の整備、web 会議システム、ペーパーレス、クラウド型勤怠管理 

○その他市長が必要と認める事業 

【補助金額】 

補助対象経費の 1／2（補助対象経費 10 万円以上）、補助限度額 30 万円 

【補助対象経費】 

○機材購入費  IT 化に必要と認められる機材の購入に要する経費 

○委託料    システム構築、ソフトウェア開発、ECサイト構築等のための外注費 

○施設修繕費  導入に係る施設の修繕 

○謝金     外部専門家等のコンサルティング料（就業規則、労使協定、労務管理 

に係るものを含む） 

○交通費    外部専門家等に支払う旅費 

○借上料    ソフトウェア・ハードウェア（PC・タブレット等）のレンタル料、ク 

ラウド利用料、サテライトオフィス利用料 

○研修費    導入に係る社員研修、 

○その他    市長が必要と認める経費 

 

 

 



7 
 

（２） 富良野市ふるさと納税返礼品等新商品開発支援補助金（新規） 

 

【目 的】 

富良野市の地域資源等を活用した商品開発（体験型サービスなどコト商品の開発または

既存商品の改良を含む）をする方に、その費用の一部を補助することにより、地域資源

の発信及び市内産業の振興に寄与することを目的とする。 

※地域資源等…富良野市内で生産されている農畜産物、市内立地の施設、市内の自然環境や体

験など。商品全体ではなく一部活用でOK。 

【対象者】 

富良野市内に主たる事務所を持つ中小企業者等 

【対象事業】 

①ふるさと納税返礼品を新たに開発する事業 

または既存商品を改良し、ふるさと納税返礼品とする事業 

  ※商品開発後、ふるさと納税返礼品サイトへ商品登録することを条件付け 

②メイドインフラノ認定制度対象となる商品を新たに開発する事業 

または既存商品を改良し、メイドインフラノ認定制度対象となる商品を開発する事業 

  ※商品開発後、メイドインフラノ認定審査へ申請することを条件付け（認定可否問わず） 

③その他市長が必要と認める事業 

【補助金額】 

①新商品開発 … 補助対象経費の 2／3、補助限度額 30 万円 

②既存商品改良… 補助対象経費の 1／2、補助限度額 10 万円 

【補助対象経費】 

○謝礼    外部専門家から指導を受けた場合の謝礼 

○交通費   専門家等に支払う旅費、マーケティング活動に必要な旅費 

○消耗品費  商品の容器や包装材の購入費、事業に必要な少額の物品購入費 

※開発後の販売を見据えた大量購入は対象外 

○印刷費   パッケージ・包装紙・シール等の印刷費 ※要件等 

○運搬費   原材料・資材・試作品等の送付にかかる送料 

○委託料   調査研究・パッケージデザイン等委託料、試作品等の外注加工費 

○手数料   各種許可証の取得費、成分分析・検査費用 

○原材料費  新商品開発に必要と認められる原材料費 

○借上料   新商品開発に必要と認められる機器のリース料等 

○機材・備品購入費 新商品開発に必要と認められる機材の購入に要する経費 

○その他   市長が必要と認める経費 
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（３）富良野市事業承継等支援事業（新規） 

 

【目 的】 

経営者の高齢化が進む中で中小企業の事業承継は社会的な課題として認識されている。

市内の中小企業が持つ優れた技術や経営資源を将来にわたって継続させ、雇用の場の確

保などを図っていくために、事業承継に向けた計画の策定やM＆Aに着手する際に必要な

初期費用など、専門事業者に委託して行う具体的な取組みに要する経費の一部を補助す

るとともに、市内の事業者が受けた事業承継のための融資に係る利子・保証料を補給す

ることにより、事業承継が円滑に進むこと及び市内の事業者が事業承継を契機に経営基

盤を強化することを支援し、事業の継続を図ること及び市内の事業所における事業を拡

大することを目的とする。 

【対象者】 

富良野市内に主たる事務所を持つ中小企業者等 

【対象事業】 

①事業承継等支援補助金 

事業承継を目的に、税理士事務所、法律事務所、コンサルティング会社、金融機関など、

事業承継及びM＆Aに関する専門的な知識及び経験を有する専門事業者に委託して行う

事業のうち、以下に掲げるもの。 

○事業承継計画の策定等 （親族内、従業員等承継） 

○M＆A の仲介委託等 （第三者承継） 

②事業承継資金利子・保証料補給制度 

【補助金額】 

①補助対象経費の 1／2、補助限度額 30 万円 

②利 子：融資実行の日から 3 年以内に支払った利子額のうち年利 1％相当額 

保証料：対象融資の実行時に必要となる保証料の額 

※1事業者1年度につき25万円以内（利子と保証料の上限計算は別） 

【補助対象経費】 

○事業承継計画の策定等 （親族内、従業員等承継） 

・課題分析（見える化）や経営改善（磨き上げ）等のコンサルティング委託料 

・株価など企業価値の算定委託料 

・相続税・遺産分割等の対策策定委託料 

・事業承継計画の策定委託料   など 

○M＆A の仲介委託等 （第三者承継） 

・仲介委託料、マッチング登録料、着手金  など 

  （注）買い手側によるものは対象外 

○事業承継資金利子・保証料補給制度／対象融資 

・日本政策金融公庫 

  事業承継・集約・活性化支援資金 
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・北海道中小企業総合振興資金 

  事業承継貸付 

・北海道信用保証協会の次の保証制度を利用した融資 

  経営承継関連保証、特定経営承継関連保証、経営承継準備関連保証、特定 

経営承継準備関連保証、事業承継サポート保証、事業承継特別保証、経営 

承継借換関連保証 
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Ⅱ 富良野市融資制度改正（案）について 

（１）商工業パワーアップ資金の内容拡充 

【フロンティア(事業拡大)資金 融資限度額の引上げ】    

 改正内容  

融資限度：（改正前）３，０００万円以内 ⇒ （改正後）５，０００万円以内 

※上記については前回審議会にて了承済。 

（２）中小企業振興資金の改正 

【国の伴走支援型特別保証制度の期間延長に伴う経営安定サポート資金の見直し】 

 改正内容  

国の伴走支援型特別保証制度（以下、「伴走支援型保証制度」という。）の期間延長・

制度拡充に伴い、対応する富良野市の融資制度「経営安定サポート資金／伴走支援型特

別保証制度対応型（以下、「伴走型」という。）」について改正を図る。 

なお、SN・危機関連保証制度対応型（以下、「SN型」という。）については廃止する。 

 

国の伴走支援型特別保証制度の主な改正内容 

項 目 改正前 改正後 

取扱期間 令和 4 年 3 月 31 日まで 令和 5年 3月 31日まで 

保証限度額 4,000 万円 6,000万円 

対象となる 

保 証 

経営安定関連特例のうち4号、

5 号及び危機関連特例に係る

保証が対象 

経営安定関連特例のうち4号、

5号及び一般関係保険に係る

保証が対象 

 

 改正理由  

当初、国の伴走支援型保証制度が令和 3 年度限りとの状況もあり、長期化するコロナ

禍に対応するため、代替措置的要素が強いSN 型という資金制度を令和 4 年度末まで別

枠で設けた経緯がある。 

SN型については、融資期間 15 年以内ということもあり、伴走型を利用することが困

難な事業者の選択肢となる側面も見られたが（実績としては 2 件）、金融機関による継

続的な伴走支援により、早期の経営改善に取り組むという制度主旨に鑑み、国の伴走支

援型保証制度を活用した伴走型の制度を延長し、かつ、保証限度額の引上げさらには一

般保証制度についても対象とする内容拡充を図るとともに、代替措置的要素が強い SN

型を廃止することで、より効果的・効率的な運用を図っていく。 




